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令和元年度の調査審議等の状況 

（平成３１年４月～令和２年３月） 

 

 

Ⅰ 全体 

 

１ 諮問・答申件数 

令和元年度の諮問件数は１，１４９件，答申件数は９７８件である。 

なお，平成１３年度から令和元年度までの総諮問件数は１７，３４２件，総答申件

数は１５，８９２件であり，令和元年度末時点で審議中の件数は８５０件である。 

 

○情報公開関連と個人情報保護関連の総計 

［令和元年度］                  （単位：件） 

 諮問件数 答申件数 取下件数 

情報公開 ８２７ ７４５ ２０ 

個人情報保護 ３２２ ２３３ ６ 

合  計 １，１４９ ９７８ ２６ 

 

［令和元年度］                  （単位：件） 

 諮問件数 答申件数 取下件数 

行政機関 ９５０ ８２８ １８ 

独立行政法人等 １９９ １５０ ８ 

合  計 １，１４９ ９７８ ２６ 

 

［平成１３年度～令和元年度］                   （単位：件） 

 諮問件数 

 

（a） 

答申件数 

 

（b） 

取下件数 

 

（c） 

審議中の件数 

（令和元年度末） 

（a-b-c） 

行政機関 １５，１２３ １３，８８７ ４７２ ７６４ 

独立行政法人等 ２，２１９ ２，００５ １２８ ８６ 

合  計 １７，３４２ １５，８９２ ６００ ８５０ 

 （注１）答申件数の行政機関と独立行政法人等の別は諮問時の別による。 

 （注２）諮問件数等は，情報公開審査会（平成１７年４月１日の情報公開・個人情報保護審査会設置

法施行前の名称）の実績との累計である。以降，本資料において共通。 

 

１－１ 中間答申 

令和元年度においては，情報公開・個人情報保護審査会運営規則２４条３項の規定

に基づく中間答申の実績はなかった。 

 

１－２ 取下げ 

令和元年度における諮問事件の取下げは，合計で２６件であり，その内訳は以下の

とおりである。 
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（取下げ件数及び理由の内訳）                              

諮問種別 行政機関 独立行政法人等 合計 

情報公開 １４件 ６件 ２０件 

個人情報保護 ４件 ２件 ６件 

合計 １８件 ８件 ２６件 

 

取下げ理由 件数   

不服申立人の自主的な取下げ ７件  

審査会意見通知 ２件  

全部開示 ４件  

改めて開示決定等を実施 ２件  

却下 ５件  

その他 ６件  

合計 ２６件  

 

２ 答申結果の分類 

令和元年度に出された答申件数（９７８件）のうち，諮問庁の判断は妥当でないと

したもの（一部妥当でないとしたものを含む。）は，３１７件（３２．４％）である。 

 

 情報公開 個人情報保護 合計 

諮問庁の判断は妥当でな

いとしたもの 

８７件 

（１１．７％） 

１５件 

（６．５％） 

１０２件 

（１０．４％） 

諮問庁の判断は一部妥当

でないとしたもの 

１５６件 

（２０．９％） 

５９件 

（２５．３％） 

２１５件 

（２２．０％） 

小計（諮問庁の判断は妥当でない (一部妥当でないも含む) としたもの） 
３１７件 

（３２．４％） 

諮問庁の判断は妥当であ

るとしたもの 

５０２件 

（６７．４％） 

１５９件 

（６８．２％） 

６６１件 

（６７．６％） 

合計 
７４５件 

（１００％） 

２３３件 

（１００％） 

９７８件 

（１００％） 

 
答申結果の分類 

情報公開       個人情報保護         合計 
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３ 平均処理期間・審議回数 

令和元年度の答申（９７８件）について，平均処理期間は２４５．６日，平均審議

回数は２．５回であり，最短の事件では４１日で処理が終了しており（令和元年度（行

情）答申第３１１号，令和元年度（行個）答申第９５号及び令和元年度（独個）答申第４６号），最

長の事件では９６９日かかっている（令和元年度（独情）答申第８１号）。 

なお，インカメラ決定のみであった審議を除いた平均審議回数は２．１回である。 

答申までの所要日数の分布をみると，全体の約２分の１は７か月以内で答申を出し

ており，全体の約４分の３は１１か月以内に答申を出している。 

 
 

４ 口頭意見陳述，口頭説明聴取等の実績 

令和元年度の答申（９７８件）についてみると， 

（１）不服申立人等から口頭意見陳述の聴取を行った実績はない。 

（２）諮問庁から口頭説明を聴取したとする記載のあるものはない。 

（３）令和元年度に不服申立人等の口頭意見陳述及び諮問庁の口頭説明の聴取を地

方において行った実績はない。 

（４）調査審議の経過欄に，「参考人」と記載のあるものはない。なお，審査会発足

以降の実績は，後掲の別表のとおりである。 

 

５ インカメラ 

令和元年度の答申（９７８件）についてみると，対象文書又は対象保有個人情報を

見分したとの記載があるのは４５２件である。 

（注）答申の調査審議の経過欄に，「本件対象文書の見分」等と記載されている答申数である。対象文

書等が不存在である場合，存否応答拒否の正当性が争われている場合，一定の様式に記入された

個人情報であり，その記載項目によって開示・不開示の判断が可能な場合など，事柄の性格上イ

ンカメラ審理を要しない場合がある。 

 

６ ヴォーンインデックス 

令和元年度の答申（９７８件）についてみると，諮問庁から情報公開・個人情報保

護審査会設置法（以下「設置法」という。）９条３項の資料（ヴォーンインデックス）

の提出を受けたとの記載があるものはない。 

（注）ただし，ヴォーンインデックスと呼ぶことが適当であるかどうかは別として，諮問庁が自主的

に，あるいは事務局の要請に応じて開示請求対象文書等の内容を整理した資料を提出している場

合がある。 
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７ 特徴のある事件 

不存在事件，存否応答拒否事件等の特徴のある諮問事件については，以下のとおり

である。 

 

（諮問）                             （単位：件） 

 情報公開 個人情報保護 合 計 

不存在事件 ２４０ ４５ ２８５ 

存否応答拒否事件 ５６ ８ ６４ 

文書等の特定を争う事件 ８２ ３７ １１９ 

逆ＦＯＩＡ事件 １ ０ １ 

行政文書等非該当事件 ４ ４ ８ 

適用除外事件 ２ ８ １０ 

その他事件 ４４２ ２２０ ６６２ 

合 計 ８２７ ３２２ １，１４９ 

（注１）「不存在事件」，「存否応答拒否事件」，「文書等の特定を争う事件」，「行政文書等非該当事件」， 

「適用除外事件」とは，当該特徴のみを争った諮問事件をいう。以降，本資料において共通。 

（注２）答申に至るまでに争点が変わることにより，分類が変わることがあるので，上記の数は変動す

ることがある。以降，本資料において共通。 

 

諮問件数     情報公開（８２７件）         個人情報保護（３２２件） 

 

合計（１，１４９件） 
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（答申）                             （単位：件） 

 答申件数 答申結果別の内訳 

情報 

公開 

個人情

報保護 
合 計 

妥当でない 

妥当 

である 

 全部を 

妥当で

ない 

一部妥

当でな

い 

不存在事件 ２１８ ３６ ２５４ ３３ ２４ ９ ２２１ 

存否応答拒否事件 ５２ １０ ６２ ８ ６ ２ ５４ 

文書等の特定を争う事件 ９０ ３５ １２５ ３１ ３０ １ ９４ 

逆ＦＯＩＡ事件 ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ 

行政文書等非該当事件 ３ ２ ５ １ １ ０ ４ 

適用除外事件 ２ ７ ９ ０ ０ ０ ９ 

その他事件 ３８０ １４３ ５２３ ２４４ ４１ ２０３ ２７９ 

合 計 ７４５ ２３３ ９７８ ３１７ １０２ ２１５ ６６１ 

 

答申件数 

情報公開（７４５件） 

 
個人情報保護（２３３件） 

 
合計（９７８件） 

      

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

答申結果別の内訳 

「妥当でない（一部妥当でないも含む）」

（３１７件） 

 

「全部を妥当でない」（１０２件） 

     

 
「妥当である」（６６１件） 
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７－１ 不存在事件 

不存在事件については，令和元年度で２８５件（情報公開２４０件，個人情報保護

４５件）の諮問を受け，平成３０年度以前の諮問も含め，２５４件（情報公開２１８

件，個人情報保護３６件）について答申を出している。 

この不存在事件に関する答申のうち，全部を妥当でないとしたもの（文書が存在す

るとしたもの等）は，２４件あり，情報公開関連が２２件（注１），個人情報保護関連

が２件（注２）である。 

（注１）令和元年度（行情）答申第２５号，第２９号，第３０号，第３８号，第１１３号，第１２７

号ないし第１３１号，第１５７号，第１８１号，第１９０号，第１９１号，第２３９号，第２

４０号，第３８５号，第５８５号，第６００号，第６３８号，第６４５号及び第６４８号 

（注２）令和元年度（行個）答申第１９号及び第２９号 

 

７－２ 存否応答拒否事件 

存否応答拒否事件については，令和元年度に６４件（情報公開５６件，個人情報保

護８件）の諮問を受け，平成３０年度以前の諮問も含め，６２件（情報公開５２件，

個人情報保護１０件）について答申を出している。 

この存否応答拒否事件に関する答申のうち，全部を妥当でないとしたものは，６件

あり，情報公開関連が６件（注），個人情報保護関連が０件である。 

（注）令和元年度（行情）答申第９号，第２７号，第５６号，第８８号及び第９０号並びに令和元年

度（独情）答申第５１号 

 

７－３ 文書・保有個人情報の特定を争う事件 

文書・保有個人情報の特定を争う事件については，令和元年度に１１９件（情報公

開８２件，個人情報保護３７件）の諮問を受け，平成３０年度以前の諮問を含め，１

２５件（情報公開９０件，個人情報保護３５件）について答申を出している。 

この文書等の特定を争う事件に関する答申のうち，全部を妥当でないとしたものは，

３０件あり，情報公開関連が２８件（注１），個人情報保護関連が２件（注２）である。 

（注１）令和元年度（行情）答申第８号，第６４号，第７９号，第８７号，第１４３号，第１６５号，

第１９２号，第１９３号，第１９５号，第２００号，第２０４号，第２１６号，第３２２号，

第３２３号，第３４２号，第３４５号，第３６３号，第３８４号，第４７５号，第４８３号，

第４８４号，第５２５号，第５２７号，第５２８号及び第６４２号並びに令和元年度（独情）

答申第８号，第４２号及び第４８号 

（注２）令和元年度（独個）答申第１２号及び第２８号 

 

７－４ 逆ＦＯＩＡ（第三者不服申立て）事件 

処分庁が開示するとした部分について，第三者が当該部分の不開示を求める逆ＦＯ

ＩＡに関する事件については，令和元年度に１件（情報公開１件，個人情報保護０

件）の諮問を受けたが，答申は出していない。 

  

７－５ 行政文書等非該当事件 

行政文書等非該当事件については，令和元年度に８件（情報公開４件，個人情報保

護４件）の諮問を受け，平成３０年度以前の諮問を含め，５件（情報公開３件，個人

情報保護２件）について答申を出している。 

この行政文書等非該当事件に関する答申のうち，全部を妥当でないとしたものは，

１件あり，情報公開関連が０件，個人情報保護関連が１件（注）である。 

（注）令和元年度（行個）答申第１２４号 

 

７－６ 適用除外事件 

適用除外事件については，令和元年度に１０件（情報公開２件，個人情報保護８
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件）の諮問を受け，平成３０年度以前の諮問を含め，９件（情報公開２件，個人情報

保護７件）について答申を出している。 

 

８ その他 

原処分について，「違法」等であるとして取り消すべきとした答申については，次の

とおりである。 

 

８－１ 理由の提示の不備 

原処分は理由の提示に不備がある違法なものであるとして，これを取り消すべきと

した答申は，１７件あり，情報公開関連が１３件（注１），個人情報保護関連が４件

（注２）である。 

（注１）令和元年度（行情）答申第２７号，第３３号，第４８号，第６５号，第６６号，第９３号，

第２３１号及び第２８１号並びに令和元年度（独情）答申第５６号ないし第５９号及び第７８

号 

（注２）令和元年度（独個）答申第３９号，第４０号，第５３号及び第５５号 

 

８－２ 形式上の不備 

形式上の不備を理由に不開示とした原処分について，これを取り消すべきとした答

申は，５件あり，全て情報公開関連である（注）。 

（注）令和元年度（行情）答申第４６号，第４７号，第１２６号，第２１２号及び第２６９号 

 

９ 総会（委員の全員をもって構成する合議体）及び運営会議 

 

９－１ 総会 

令和元年度は，設置法６条２項に基づき，総会を開催した（令和２年１月２３日）。 

 

９－２ 運営会議 

令和元年度は，情報公開・個人情報保護審査会運営規則２９条に基づき，運営会議

を開催した（平成３１年４月３日）。 

 

１０ 各部会の調査審議回数 

各部会は，原則として毎週，定例日を定めて調査審議を行った。 

 

 調査審議回数 

第１部会 ３０回 

第２部会 ２７回 

第３部会 ２８回 

第４部会 ２８回 

第５部会 ２６回 

 

7



（別表）答申の調査審議の経過欄に，「参考人」と記載のあるもの 

 行情（注１） 独情（注２） 

平成１３年度 ５５  

平成１４年度 

８３，１６４，１８１，２７

９，３９５，４２６，４２７，

４２８，４２９，４３０，４６

９，５２７ 

 

平成１５年度 
３７０，４５４，５０９，５９

０，５９１ 
４４ 

平成１６年度 ３１９，４８８，５５５  

平成１７年度 
１２９，１３０，１３３，２３

０，２３１，４８８ 
９ 

平成１８年度   

平成１９年度  １０３ 

平成２０年度 ２６２  

平成２１年度 ２８８，３３０ ６，１０ 

平成２２年度   

平成２３年度   

平成２４年度 ５３７，５３８  

平成２５年度 ４２２  

平成２６年度   

平成２７年度   

平成２８年度   

平成２９年度   

平成３０年度   

令和元年度   

（注１） 数字は答申番号である。 

（注２） 個人情報保護について，該当する答申はない。 

8



Ⅱ 情報公開 

 

１ 諮問・答申件数 

令和元年度の諮問件数は８２７件，答申件数は７４５件である。 

なお，平成１３年度から令和元年度までの総諮問件数は１３，９０９件，総答申件

数は１２，７８３件であり，令和元年度末時点での審議中の件数は６２１件である。 

 

 ○情報公開関連 

［令和元年度］                  （単位：件） 

 諮問件数 答申件数 取下件数 

行政機関 ７０７ ６５８ １４ 

独立行政法人等 １２０ ８７ ６ 

合  計 ８２７ ７４５ ２０ 

 

［平成１３年度～令和元年度］                  （単位：件） 

 諮問件数 

 

（a） 

答申件数 

 

（b） 

取下件数 

 

（c） 

審議中の件数 

（令和元年度末） 

（a-b-c） 

行政機関 １２，４８３ １１，５１４ ４００ ５６９ 

独立行政法人等 １，４２６ １，２６９ １０５ ５２ 

合  計 １３，９０９ １２，７８３ ５０５ ６２１ 

 

 

２ 答申結果の分類 

令和元年度に出された答申件数（７４５件）のうち，諮問庁の判断は妥当でないと

したもの（一部妥当でないとしたものを含む。）は，２４３件（３２．６％）である。 

 

 行政機関 独立行政法人等 合計 

諮問庁の判断は妥当で

ないとしたもの 

７４件 

（１１．２％） 

１３件 

（１５．０％） 

８７件 

（１１．７％） 

諮問庁の判断は一部妥

当でないとしたもの 

１３３件 

（２０．２％） 

２３件 

（２６．４％） 

１５６件 

（２０．９％） 

小計（諮問庁の判断は妥当でない (一部妥当でないも含む) としたも

の）  

２４３件 

（３２．６％） 

諮問庁の判断は妥当で

あるとしたもの 

４５１件 

（６８．６％） 

５１件 

（５８．６％） 

５０２件 

（６７．４％） 

合 計 
６５８件 

（１００％） 

８７件 

（１００％） 

７４５件 

（１００％） 
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答申結果の内訳 

      行政機関         独立行政法人等 

  
 

 

３ 平均処理期間・審議回数 

令和元年度の答申（７４５件）について，平均処理期間は２５２．３日，平均審議

回数は２．５回であり，最短の事件では４１日で処理が終了しており（令和元年度（行

情）答申第３１１号），最長の事件では９６９日かかっている（令和元年度（独情）答申第８

１号）。 

なお，インカメラ決定のみであった審議を除いた平均審議回数は２．１回である。 

答申までの所要日数の分布をみると，全体の約２分の１は７か月以内で答申を出し

ており，全体の約４分の３は１１か月以内に答申を出している。 

 

 

 
 

 

４ 口頭意見陳述，口頭説明聴取等の実績 

令和元年度の答申（７４５件）についてみると， 

（１）不服申立人等から口頭意見陳述の聴取を行った実績はない。 

（２）諮問庁から口頭説明を聴取したとする記載のあるものはない。 

（３）調査審議の経過欄に，「参考人」と記載のあるものはない。 

 

 

答申所要日数 

（
件
数
） 

（所要日数） 
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５ インカメラ 

令和元年度の答申（７４５件）についてみると，対象文書を見分したとの記載があ

るのは３４７件となっている。 

（注）答申の調査審議の経過欄に，「本件対象文書の見分」等と記載されている答申数である。対象

文書が不存在である場合，存否応答拒否の正当性が争われている場合，一定の様式に記入された

個人情報であり，その記載項目によって開示・不開示の判断が可能な場合など，事柄の性格上イ

ンカメラ審理を要しない場合がある。 

 

 

６ ヴォーンインデックス 

令和元年度の答申（７４５件）についてみると，諮問庁から設置法９条３項の資料

（ヴォーンインデックス）の提出を受けたとの記載があるものはない。 

（注）ただし，ヴォーンインデックスと呼ぶことが適当であるかどうかは別として，諮問庁が自主的

に，あるいは事務局の要請に応じて開示請求対象文書の内容を整理した資料を提出している場合

がある。 

 

 

７ 特徴のある事件 

不存在事件，存否応答拒否事件等の特徴のある諮問事件については，以下のとおり

である。 

（単位：件） 

 諮問 

件数 

答申 

件数 

答申結果別の内訳 

妥当でない 
妥当 

である 
 全部を 

妥当でない 

一部妥当

でない 

不存在事件 ２４０ ２１８ ２６ ２２ ４ １９２ 

存否応答拒否事件 ５６ ５２ ８ ６ ２ ４４ 

文書の特定を争う事件 ８２ ９０ ２９ ２８ １ ６１ 

逆ＦＯＩＡ事件 １ ０ ０ ０ ０ ０ 

行 政 文 書 非 該 当 事 件 ４ ３ ０ ０ ０ ３ 

適用除外事件 ２ ２ ０ ０ ０ ２ 

その他事件 ４４２ ３８０ １８０ ３１ １４９ ２００ 

合 計 ８２７ ７４５ ２４３ ８７ １５６ ５０２ 

 

諮問件数（８２７件）      答申件数（７４５件） 
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答申結果別の内訳 

「妥当でない（一部妥当でないも含む）」（２４３件） 「全部を妥当でない」（８７件）   

 

    
「妥当である」（５０２件） 

 

 

７－１ 不存在事件 

不存在事件については，令和元年度に２４０件の諮問を受け，平成３０年度以前の

諮問も含め，２１８件について答申を出している。 

この不存在事件に関する答申のうち，全部を妥当でないとしたもの（文書が存在す

るとしたもの等）は，２２件（注）である。 

（注）令和元年度（行情）答申第２５号，第２９号，第３０号，第３８号，第１１３号，第１２７号

ないし第１３１号，第１５７号，第１８１号，第１９０号，第１９１号，第２３９号，第２４０

号， 第３８５号，第５８５号，第６００号，第６３８号，第６４５号及び第６４８号 

 

７－２ 存否応答拒否事件 

存否応答拒否事件については，令和元年度に５６件の諮問を受け，平成３０年度以

前の諮問も含め，５２件について答申を出している。 

この存否応答拒否事件に関する答申のうち，全部を妥当でないとしたものは，６件

（注）である。 

（注）令和元年度（行情）答申第９号，第２７号，第５６号，第８８号及び第９０号並びに令和元年

度（独情）答申第５１号 
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７－３ 文書の特定を争う事件 

文書の特定を争う事件については，令和元年度に８２件の諮問を受け，平成３０年

度以前の諮問を含め，９０件について答申を出している。 

この文書の特定を争う事件に関する答申のうち，全部を妥当でないとしたものは，

２８件（注）である。 

（注）令和元年度（行情）答申第８号，第６４号，第７９号，第８７号，第１４３号，第１６５号，

第１９２号，第１９３号，第１９５号，第２００号，第２０４号，第２１６号，第３２２号，第

３２３号，第３４２号，第３４５号，第３６３号，第３８４号，第４７５号，第４８３号，第４

８４号，第５２５号，第５２７号，第５２８号及び第６４２号並びに令和元年度（独情）答申第

８号，第４２号及び第４８号 

 

７－４ 逆ＦＯＩＡ（第三者不服申立て）事件 

処分庁が開示するとした部分について，第三者が当該部分の不開示を求める逆ＦＯ

ＩＡに関する事件については，令和元年度に１件の諮問を受けたが，答申は出してい

ない。 

 

７－５ 行政文書非該当事件 

行政文書非該当事件については，令和元年度に４件の諮問を受け，平成３０年度以

前の諮問も含め，３件の答申を出している。 

 

７－６ 適用除外事件 

適用除外事件については，令和元年度に２件の諮問を受け，平成３０年度以前の諮

問を含め，２件について答申を出している。 

 

８ その他 

原処分について，「違法」等であるとして取り消すべきとした答申については次のと

おりである。 

 

８－１ 理由の提示の不備 

原処分は理由の提示に不備がある違法なものであるとして，これを取り消すべきと

した答申は，１３件（注）である。 

（注）令和元年度（行情）答申第２７号，第３３号，第４８号，第６５号，第６６号，第９３号，第

２３１号及び第２８１号並びに令和元年度（独情）答申第５６号ないし第５９号及び第７８号 

 

８－２ 形式上の不備 

形式上の不備を理由に不開示とした原処分について，これを取り消すべきとした答

申は，５件（注）である。 

（注）令和元年度（行情）答申第４６号，第４７号，第１２６号，第２１２号及び第２６９号 
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Ⅲ 個人情報保護 

 

１ 諮問・答申件数 

令和元年度の諮問件数は３２２件，答申件数は２３３件である。 

なお，平成１３年度から令和元年度までの総諮問件数は３，４３３件，総答申件数は

３，１０９件であり，令和元年度末時点で審議中の件数は２２９件である。 

 

○個人情報保護関連 

[令和元年度]                   （単位：件） 

 諮問件数 答申件数 取下件数 

行政機関 ２４３ １７０ ４ 

独立行政法人等 ７９ ６３ ２ 

合  計 ３２２ ２３３ ６ 

 

     （単位：件） 

 行政機関 独立行政法人等 

諮問件数 答申件数 取下件数 諮問件数 答申件数 取下件数 

開示請求関連 ２１３ １４１ ４ ７１ ５９ ２ 

訂正請求関連 ２０ ７ ０ ８ ３ ０ 

利用停止請求関連 １０ ２２ ０ ０ １ ０ 

合 計 ２４３ １７０ ４ ７９ ６３ ２ 

 

 

［平成１７年度～令和元年度］                   （単位：件） 

 諮問件数 

 

（a） 

答申件数 

 

（b） 

取下件数 

 

（c） 

審議中の件数 

(令和元年度末) 

（a-b-c） 

行政機関 ２，６４０ ２，３７３ ７２ １９５ 

 開示請求 ２，３８２ ２，１４２ ６６ １７４ 

 訂正請求 １８０ １５９ ４ １７ 

 利用停止請求 ７８ ７２ ２ ４ 

独立行政法人等 ７９３ ７３６ ２３ ３４ 

 開示請求 ６７９ ６３０ ２１ ２８ 

 訂正請求 ８９ ８１ ２ ６ 

 利用停止請求 ２５ ２５ ０ ０ 

合  計 ３，４３３ ３，１０９ ９５ ２２９ 

 開示請求 ３，０６１ ２，７７２ ８７ ２０２ 

 訂正請求 ２６９ ２４０ ６ ２３ 

 利用停止請求 １０３ ９７ ２ ４ 

（注）答申件数の行政機関と独立行政法人等の別は諮問時の別による。 
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２ 答申結果の分類 
令和元年度に出された答申件数（２３３件）のうち，諮問庁の判断は妥当でないとし

たもの（一部妥当でないとしたものを含む。）は，７４件（３１．７％）である。 
 

 行政機関 独立行政法人等 合計 

諮問庁の判断は妥当でな

いとしたもの 

１０件 

（５．９％） 

５件 

（７．９％） 

１５件 

（６．４％） 

諮問庁の判断は一部妥当

でないとしたもの 

４７件 

（２７．６％） 

１２件 

（１９．１％） 

５９件 

（２５．３％） 

小計（諮問庁の判断は妥当でない (一部妥当でないも含む) としたもの） 
７４件 

（３１．７％） 

諮問庁の判断は妥当であ

るとしたもの 

１１３件 

（６６．５％） 

４６件 

（７３．０％） 

１５９件 

（６８．３％） 

合 計 
１７０件 

（１００％） 

６３件 

（１００％） 

２３３件 

（１００％） 

 

答申結果の内訳 

行政機関         独立行政法人等 

     

 

 

３ 平均処理期間・審議回数 

令和元年度の答申（２３３件）について，平均処理期間は２２３．９日，平均審議回

数は２．５回であり，最短の事件では４１日で処理が終了しており（令和元年度（行個）

答申第９５号及び令和元年度（独個）答申第４６号），最長の事件では５３９日かかっている

（令和元年度（行個）答申第１６１号）。 

なお，インカメラ決定のみであった審議を除いた平均審議回数は，２．０回である。 

答申までの所要日数の分布をみると，全体の約２分の１は７か月以内で答申を出して

おり，全体の約４分の３は１１か月以内に答申を出している。 
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４ 口頭意見陳述，口頭説明聴取等の実績 

令和元年度の答申（２３３件）についてみると，不服申立人等から口頭意見陳述を聴

取したとする記載のあるものはなく，諮問庁から口頭説明を聴取したとする記載のある

ものもない。また，調査審議の経過欄に，「参考人」と記載のあるものもない。 

 

 

５ インカメラ 

令和元年度の答申（２３３件）についてみると，対象保有個人情報を見分したとの記

載があるのは１０５件となっている。 

（注）答申の調査審議の経過欄に，「本件対象保有個人情報の見分」等と記載されている答申数である。

対象保有個人情報が不存在である場合，存否応答拒否の正当性が争われている場合，一定の様式に

記入された個人情報であり，その記載項目によって開示・不開示の判断が可能な場合など，事柄の

性格上インカメラ審理を要しない場合がある。 

 

 

６ ヴォーンインデックス 

令和元年度の答申（２３３件）についてみると，諮問庁から設置法９条３項の資料

（ヴォーンインデックス）の提出を受けたとの記載があるものはない。 

（注）ただし，ヴォーンインデックスと呼ぶことが適当であるかどうかは別として，諮問庁が自主的に，

あるいは事務局の要請に応じて対象保有個人情報の内容を整理した資料を提出している場合がある。 

 

 

７ 特徴のある事件 

不存在事件，存否応答拒否事件等の特徴のある諮問事件については，以下のとおりで

ある。 

答申所要日数 

（
件
数
） 

（所要日数） 
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（単位：件） 

 諮問 

件数 

答申 

件数 

答申結果別の内訳 

妥当でない 
妥当 

である 
 全部を 

妥当でない 

一部妥当

でない 

不存在事件 ４５ ３６ ７ ２ ５ ２９ 

存否応答拒否事件 ８ １０ ０ ０ ０ １０ 

保有個人情報の特定を争う事件 ３７ ３５ ２ ２ ０ ３３ 

逆ＦＯＩＡ事件 ０ ０ ０ ０ ０ ０ 

保有個人情報非該当事件 ４ ２ １ １ ０ １ 

適用除外事件 ８ ７ ０ ０ ０ ７ 

その他事件 ２２０ １４３ ６４ １０ ５４ ７９ 

合 計 ３２２ ２３３ ７４ １５ ５９ １５９ 

                                 

諮問件数（３２２件）         答申件数（２３３件） 
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答申結果別の内訳  

「妥当でない（一部妥当でないも含む）」（７４件）  「全部を妥当でない」（１５件）       

     

 

「妥当である」（１５９件） 

 
  

７－１ 不存在事件 

不存在事件については，令和元年度で４５件の諮問を受け，平成３０年度以前の諮問

も含め，３６件について答申を出している。 

この不存在事件に関する答申のうち，全部を妥当でないとしたもの（個人情報が存在

するとしたもの等）は，２件（注）である。 

（注２）令和元年度（行個）答申第１９号及び第２９号 

 

７－２ 存否応答拒否事件 

存否応答拒否事件については，令和元年度に８件の諮問を受け，平成３０年度以前の

諮問も含め，１０件について答申を出している。 

この存否応答拒否事件に関する答申のうち，全部を妥当でないとしたものはなかった。 

 

７－３ 保有個人情報の特定を争う事件 

保有個人情報の特定を争う事件については，令和元年度に３７件の諮問を受け，平成

３０年度以前の諮問を含め，３５件について答申を出している。 

この保有個人情報の特定を争う事件に関する答申のうち，全部を妥当でないとしたも

のは，２件（注）である。 

（注）令和元年度（独個）答申第１２号及び第２８号 
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７－４ 逆ＦＯＩＡ（第三者不服申立て）事件 
処分庁が開示するとした部分について，第三者が当該部分の不開示を求める逆ＦＯ

ＩＡに関する事件については，令和元年度に諮問を受けておらず，答申も出していな

い。 

 

７－５ 保有個人情報非該当事件 

保有個人情報非該当事件については，令和元年度に４件の諮問を受け，平成３０年度

以前の諮問も含め，２件の答申を出している。 

この保有個人情報非該当事件に関する答申のうち，全部を妥当でないとしたものは，

１件（注）である。 

（注）令和元年度（行個）答申第１２４号 

 

７－６ 適用除外事件 

適用除外事件については，令和元年度に８件の諮問を受け，平成３０年度以前の諮問

を含め，７件について答申を出している。 

 

８ その他 

原処分について，「違法」等であるとして取り消すべきとした答申については，次の

とおりである。 

 

○ 理由の提示の不備 

原処分は理由の提示に不備がある違法なものであるとして，これを取り消すべきとし

た答申は，４件（注）である。 

（注）令和元年度（独個）答申第３９号，第４０号，第５３号及び第５５号 
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Ⅳ  付言の実績 

当審査会では，答申において，諮問庁（又は処分庁）における情報公開・個人情報保護

制度の運用が不適切である場合や，同制度の運用そのものの問題ではないとしても，同制

度の円滑かつ適切な運用を行うために必要な措置について付言を行うことがある。 

令和元年度の答申を整理すると，２４２件の答申において付言がみられ，開示決定等の

理由の提示など１１の項目にわたって意見が述べられている。 

主な項目別件数としては，開示決定等の理由の提示に関する付言（９３件）がもっとも

多く，続いて，諮問の遅れ・早期諮問に関する付言（９０件），開示決定等における対象

文書の表記に関する付言（６３件），補正に関する対応に関する付言（１０件），開示決定

等通知書の不適切な記載に関する付言（６件），情報提供に関する対応に関する付言（５

件）などという順になっている。 

各項目の主な付言の該当部分は，以下のとおりである。 

（注） 一つの答申において，複数の項目にわたって付言しているものもある。 

 

１） 開示決定等の理由の提示について付言したもの（９３件） 

・ 原処分において，本件対象文書の一部については，複数の不開示理由が提示されてい

るが，これらの不開示部分のうちいずれの部分がそれぞれの不開示理由に該当するのか

特定されておらず，各不開示理由と不開示とされた部分との対応関係が不明であり，求

められる理由の提示として十分とはいえない。 

行政手続法８条１項の趣旨を踏まえると，特定の行政文書について不開示理由が複数

ある場合には，当該行政文書の種類，性質等とあいまって開示請求者がいずれの部分が

それぞれの不開示理由に対応しているのか当然知り得るような場合を除き，いずれの部

分がそれぞれの不開示理由に該当するのか特定されなければならない。 

したがって，原処分における理由付記は，行政手続法８条１項の趣旨に照らし，適切

さを欠くものといわざるを得ず，処分庁は，今後の対応において，上記の点につき留意

すべきである。 

（令和元年度（行情）答申第７８号） 

・ 本件不開示決定通知書には，不開示とした理由について，請求に係る保有個人情報を

保有していない旨記載されているところ，一般に，保有個人情報の不存在を理由とする

不開示決定に際しては，単に保有個人情報を保有していないという事実を示すだけでは

足りず，保有個人情報が記録された行政文書を作成又は取得していないのか，あるいは

作成又は取得した後に廃棄又は亡失したのかなど，なぜ当該保有個人情報が存在しない

かについても理由として付記することが求められる。 

したがって，原処分における理由付記は，行政手続法８条１項の趣旨に照らし，適切

さを欠くものであり，処分庁においては，今後の対応において，上記の点について留意

すべきである。 

（令和元年度（行個）答申第６３号） 

など 
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２）諮問の遅れ・早期諮問について付言したもの（９０件） 

・ 本件諮問は，異議申立て後，約１２年が経過してから行われていることにつき，当審

査会事務局職員をして諮問庁に確認させたところ，諮問庁から，法施行後，本件を含め

短期間に大量の情報公開請求が外務省に対して行われ，その後の開示決定に対し多くの

異議申立てがあり，審査会に対し案件ごとに調査・検討の上，順次諮問を行ってきたた

め時間を要したとの説明があった。しかしながら，本件異議申立ての趣旨及び理由に照

らしても，諮問を行うまでにこれほどまでの長期間を要するものとは到底考え難く，本

件諮問は，遅きに失したといわざるを得ない。 

このような対応は，「簡易迅速な手段」による処理とはいえず，行政不服審査制度の

存在意義を否定しかねない極めて不適切なものである。諮問庁においては，今後，開示

決定等に対する不服申立事件における処理に当たって，迅速かつ的確な対応が強く望ま

れる。 

（令和元年度（行情）答申第７６号） 

など 

 

３）開示決定等における対象文書の表記について付言したもの（６３件） 

・ 原処分における行政文書開示決定通知書の「行政文書の名称」欄には，本件開示請求

書の「請求する行政文書の名称等」欄の記載とほぼ同一の文言が記載されているのみで，

具体的な行政文書の名称が記載されておらず，原処分でいかなる文書が特定されたのか

明確とはいえない。 

本件では，原処分において，文書の表題の一部が不開示とされており，開示決定通知

書に文書の表題を記載することはできなかったとしても，例えば，日付及び部課名等を

記載することにより，特定した文書を明確にすべきであり，今後適切に対応されたい。 

（令和元年度（行情）答申第５０３号） 

・ 文書４及び文書５に係る各開示請求書には，請求する行政文書の名称等として，それ

ぞれ「（略）重症心身障害者の定義，判定基準」及び「（略）重症心身障害児者施設

（略）」と記載されているが，当該各文書に係る各不開示決定通知書にはそれぞれ

「（略）重症心身障害者の定義，判断基準」及び「（略）重症心身障害者施設（略）」と

記載されており，当審査会事務局職員をして諮問庁に確認させたところ，いずれも不開

示決定通知書の誤記であるとのことである。 

このような処分庁の対応は不適切といわざるを得ず，今後，処分庁においては，適切

に対応することが望まれる。 

（令和元年度（行情）答申第５８９号及び同第５９０号） 

など 

 

４）補正に関する対応について付言したもの（１０件） 

・ 諮問庁から本件開示請求に係る求補正時の関係資料の提示を受けて確認したところ，

処分庁は，求補正の際に，開示請求書及び手数料を全て返戻し改めて開示請求書の記入

を求めた上，本件対象文書については，その保有が確認できたとして２件分の手数料の
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貼付を求める一方，本件請求外文書については，通常の開示請求書にはない，「３ そ

の他の請求する行政文書の名称等」という欄に補正内容の記入を求め，必要な手数料に

ついては後日連絡するとしたことが認められるが，このような方法は，その意図が不明

瞭であり，本件請求外文書をめぐる審査請求人と処分庁の認識の相違の原因の一つとな

ったとも考えられるところであって，適切さを欠く点があったといわざるを得ない。 

処分庁においては，今後，開示請求に係る求補正の手続に際して適切な対応をするこ

とが望まれる。 

（令和元年度（行情）答申第９６号） 

など 

 

５）開示決定等通知書の不適切な記載について付言したもの（６件） 

・ 本件では，上記第５の２（２）のとおり，開示決定通知書（その別紙）の不開示部分 

の記載に，開示実施文書で開示されていて不開示部分には該当しないとされた部分も掲 

記する誤った記載が認められ，これは，慎重さに欠ける不適切な対応といわざるを得な 

い。 

処分庁においては，今後の開示請求への対応に当たっては，同様の不適切な事態が生

じないよう，正確かつ慎重な対応が望まれる。 

（令和元年度（独情）答申第８４号） 

など 

 

６）情報提供について付言したもの（５件） 

・ 本件開示請求は，法３条の規定に基づくものであるが，本件開示請求書の記載からす

ると，審査請求人本人に係る保有個人情報の開示を求めるものであると認められる。こ

の点につき，当審査会事務局職員をして諮問庁に確認させたところ，審査請求人は，原

処分の時点では，行政機関の保有する個人情報の保護に関する法律（以下「行個法」と

いう。）に基づく開示請求を行っていないとのことである。 

そうすると，処分庁は，審査請求人に対し，行個法に基づく保有個人情報開示請求を

するよう教示することも考えられたのであるから，今後，処分庁においては，同様のこ

とがないよう，開示請求に係る事務手続において，適切な対応が望まれる。 

（令和元年度（行情）答申第９１号） 

など 

 

７）開示・不開示の判断について付言したもの（４件） 

・ 処分庁は，本来不開示とすべき特定の個人の職氏名及びメールアドレスを原処分にお

いて開示しており，この点について，諮問庁も誤って開示した事実を認めている。 

このような事態は，処分庁において個人情報の取扱いに関する法の基本的な理解が欠

如しているといわざるを得ず，処分庁に対する信頼を損なうものであるのみならず，法

が保護しようとする法益の侵害を招くものである。処分庁においては，今後，同様のこ

とがないよう正確かつ慎重な対応をすべきである。 
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（令和元年度（行情）答申第４７７号） 

など 

 

８）審査会への対応について付言したもの（４件） 

・ 本件諮問については，諮問庁から理由説明書の提出を受けた後に，当審査会が審議す

るに当たって確認が必要であった事実関係等に係る追加的な説明を複数回にわたり求め

たにもかかわらず，長期間回答がなされない状況が続いた。 

このような諮問庁の対応は，当審査会の審議に多大な支障を生じさせ，「簡易迅速な

手続」による処理の妨げとなるものである。 

  諮問庁においては，今後，開示決定等に対する不服申立事件における処理及び当審査

会に諮問した事件につき，迅速かつ的確な対応が望まれる。 

（令和元年度（行情）答申第１９号） 

など 

 

９）文書等の特定について付言したもの（３件） 

・ 本件開示請求は，審査請求人が平成３０年特定日に行った公益通報に準ずる通報につ

いて，特定監督署が作成した「監督復命書とその添付書類」に記録された保有個人情報

の開示を求めるものであるが，当審査会において本件対象保有個人情報を見分したとこ

ろ，本件開示請求の時点より前に，監督対象事業場である特定市に対し是正勧告書を交

付した旨記載されていることが認められるものの，本件対象保有個人情報が記録された

文書中に，当該是正勧告書は含まれていないことが認められる。 

この点につき，当審査会事務局職員をして諮問庁に確認させたところ，監督復命書の

添付書類として特定市に交付した是正勧告書を含めるべきであったところ，認識を誤っ

て，当該是正勧告書を除いてしまったとのことである。 

そうすると，審査請求人は本件対象保有個人情報の特定を争ってはいないものの，原

処分においては，本来特定すべき保有個人情報を特定しなかったといわざるを得ず，こ

のような事態は，処分庁に対する信頼を損なうものであるのみならず，法に基づく開示

請求権を侵害するものであり，処分庁においては，今後，同様のことがないよう正確か

つ慎重な対応をすべきである。 

（令和元年度（行個）答申第１２５号） 

など 

 

１０）文書管理について付言したもの（１件） 

・ 諮問庁が上記第３の３（２）及び上記２（２）において説明する，本件開示請求の段

階で，処分庁の担当者と特定都道府県担当者及び特定市担当者との間でやり取りした電

子メールの存在を確認しつつも，本件審査請求が行われるまでの間に削除したことにつ

いては，本件請求文書の文言に照らせば，上記メールが本件開示請求に関わる可能性が

あったことは否定できず，慎重さに欠ける不適切な対応といわざるを得ない。 

したがって，処分庁において，今後の開示請求の対応については，開示請求の内容に
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即し，慎重な対応をすることが望まれる。 

（令和元年度（行情）答申第３１７号） 

 

 

 

１１）その他（１８件） 

・ 当審査会事務局職員をして諮問庁に対し確認させたところ，本件請求文書に該当する

文書を保有していないとして不開示とする原処分を行った時点（平成３０年６月２２

日）では，厚生労働省において，旧優生保護法関係資料の調査を行っている最中であっ

たとのことである。 

そうすると，原処分時においては，本件請求文書に該当する文書の保有の有無を判断

できる状況になかったにもかかわらず，処分庁は，そのような状況を踏まえずに原処分

を行ったものといわざるを得ない。処分庁においては，実態に即した対応をすべきであ

り，今後，このようなことがないよう十分留意すべきである。 

（令和元年度（行情）答申第１５６号） 

・ 本件では，人事院事務総局職員福祉局長の外，事務総長，人材局長，給与局長及び公

平審査局長に対して同様の開示請求がなされており，本来，それぞれの局において本件

請求文書に該当する文書につき開示決定等を行うべきであったにもかかわらず，職員福

祉局長のみを処分庁として原処分を行っただけである。このため，人事院においては，

開示請求の内容を的確に把握した上で，適切に対応することが望まれる。 

（令和元年度（行情）答申第２１１号） 

など 
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【参考】令和元年度に付言を行った答申一覧 

区  分 答 申 番 号 

１）開示決定等の理由の提示につ

いて付言したもの（９３件） 

 

令和元年度（行情）答申第１３号 

令和元年度（行情）答申第１８号 

令和元年度（行情）答申第３２号 

令和元年度（行情）答申第３４号 

令和元年度（行情）答申第７４号 

令和元年度（行情）答申第７８号 

令和元年度（行情）答申第８５号 

令和元年度（行情）答申第１０５号 

令和元年度（行情）答申第１７０号 

令和元年度（行情）答申第１７６号 

令和元年度（行情）答申第１７８号 

令和元年度（行情）答申第１８１号 

令和元年度（行情）答申第１８３号 

令和元年度（行情）答申第２０１号 

令和元年度（行情）答申第２０２号 

令和元年度（行情）答申第２１３号 

令和元年度（行情）答申第２１７号 

令和元年度（行情）答申第２２１号 

令和元年度（行情）答申第２２３号 

令和元年度（行情）答申第２５４号 

令和元年度（行情）答申第２９４号 

令和元年度（行情）答申第２９５号 

令和元年度（行情）答申第３１８号 

令和元年度（行情）答申第３２１号 

令和元年度（行情）答申第３２７号 

令和元年度（行情）答申第３２８号 

令和元年度（行情）答申第３２９号 

令和元年度（行情）答申第３３０号 

令和元年度（行情）答申第３３１号 

令和元年度（行情）答申第３３２号 

令和元年度（行情）答申第３３３号 

令和元年度（行情）答申第３３４号 

令和元年度（行情）答申第３３５号 

令和元年度（行情）答申第３３６号 

令和元年度（行情）答申第３３７号 

令和元年度（行情）答申第３３８号 

令和元年度（行情）答申第３３９号 
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令和元年度（行情）答申第３４０号 

令和元年度（行情）答申第３６０号 

令和元年度（行情）答申第３６５号 

令和元年度（行情）答申第３６６号 

令和元年度（行情）答申第３６７号 

令和元年度（行情）答申第３６８号 

令和元年度（行情）答申第３６９号 

令和元年度（行情）答申第３７０号 

令和元年度（行情）答申第３７１号 

令和元年度（行情）答申第３７２号 

令和元年度（行情）答申第３７３号 

令和元年度（行情）答申第３７４号 

令和元年度（行情）答申第３７５号 

令和元年度（行情）答申第３７６号 

令和元年度（行情）答申第３７７号 

令和元年度（行情）答申第３７８号 

令和元年度（行情）答申第３７９号 

令和元年度（行情）答申第３８０号 

令和元年度（行情）答申第４５７号 

令和元年度（行情）答申第４５８号 

令和元年度（行情）答申第４５９号 

令和元年度（行情）答申第４６０号 

令和元年度（行情）答申第４６５号 

令和元年度（行情）答申第４６６号 

令和元年度（行情）答申第４６７号 

令和元年度（行情）答申第５００号 

令和元年度（行情）答申第５０１号 

令和元年度（行情）答申第５０８号 

令和元年度（行情）答申第５１５号 

令和元年度（行情）答申第５３４号 

令和元年度（行情）答申第５３５号 

令和元年度（行情）答申第５３６号 

令和元年度（行情）答申第５３７号 

令和元年度（行情）答申第５６９号 

令和元年度（行情）答申第５７７号 

令和元年度（行情）答申第６００号 

令和元年度（行情）答申第６２１号 

令和元年度（独情）答申第２号 

令和元年度（独情）答申第８７号 
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令和元年度（行個）答申第４号 

令和元年度（行個）答申第５号 

令和元年度（行個）答申第６号 

令和元年度（行個）答申第７号 

令和元年度（行個）答申第１９号 

令和元年度（行個）答申第２５号 

令和元年度（行個）答申第３０号 

令和元年度（行個）答申第５９号 

令和元年度（行個）答申第６３号 

令和元年度（行個）答申第７６号 

令和元年度（行個）答申第１０１号 

令和元年度（行個）答申第１０９号 

令和元年度（行個）答申第１２８号 

令和元年度（行個）答申第１３７号 

令和元年度（行個）答申第１３９号 

令和元年度（行個）答申第１５０号 

令和元年度（行個）答申第１５３号 

２）諮問の遅れ・早期諮問につい

て付言したもの（９０件） 

令和元年度（行情）答申第１０号 

令和元年度（行情）答申第１４号 

令和元年度（行情）答申第１６号 

令和元年度（行情）答申第２１号 

令和元年度（行情）答申第２２号 

令和元年度（行情）答申第２４号 

令和元年度（行情）答申第２５号 

令和元年度（行情）答申第２６号 

令和元年度（行情）答申第２７号 

令和元年度（行情）答申第４５号 

令和元年度（行情）答申第５２号 

令和元年度（行情）答申第６７号 

令和元年度（行情）答申第７４号 

令和元年度（行情）答申第７６号 

令和元年度（行情）答申第７７号 

令和元年度（行情）答申第９４号 

令和元年度（行情）答申第９９号 

令和元年度（行情）答申第１０２号 

令和元年度（行情）答申第１１０号 

令和元年度（行情）答申第１１１号 

令和元年度（行情）答申第１２０号 

令和元年度（行情）答申第１４０号 
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令和元年度（行情）答申第１４１号 

令和元年度（行情）答申第１４５号 

令和元年度（行情）答申第１５２号 

令和元年度（行情）答申第１５３号 

令和元年度（行情）答申第１５４号 

令和元年度（行情）答申第１９７号 

令和元年度（行情）答申第１９９号 

令和元年度（行情）答申第２０１号 

令和元年度（行情）答申第２０７号 

令和元年度（行情）答申第２２２号 

令和元年度（行情）答申第２２３号 

令和元年度（行情）答申第２２５号 

令和元年度（行情）答申第２３２号 

令和元年度（行情）答申第２３５号 

令和元年度（行情）答申第２３６号 

令和元年度（行情）答申第２６７号 

令和元年度（行情）答申第２８４号 

令和元年度（行情）答申第２８６号 

令和元年度（行情）答申第２８８号 

令和元年度（行情）答申第２８９号 

令和元年度（行情）答申第３０８号 

令和元年度（行情）答申第３１４号 

令和元年度（行情）答申第３１５号 

令和元年度（行情）答申第３１６号 

令和元年度（行情）答申第３５８号 

令和元年度（行情）答申第３６５号 

令和元年度（行情）答申第３６６号 

令和元年度（行情）答申第３６７号 

令和元年度（行情）答申第３６８号 

令和元年度（行情）答申第３６９号 

令和元年度（行情）答申第３７０号 

令和元年度（行情）答申第３７１号 

令和元年度（行情）答申第３７２号 

令和元年度（行情）答申第３７３号 

令和元年度（行情）答申第３７４号 

令和元年度（行情）答申第３７５号 

令和元年度（行情）答申第３７６号 

令和元年度（行情）答申第３７７号 

令和元年度（行情）答申第３７８号 
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令和元年度（行情）答申第３７９号 

令和元年度（行情）答申第３８０号 

令和元年度（行情）答申第４２０号 

令和元年度（行情）答申第４２１号 

令和元年度（行情）答申第４２２号 

令和元年度（行情）答申第４２３号 

令和元年度（行情）答申第４５７号 

令和元年度（行情）答申第４５８号 

令和元年度（行情）答申第４５９号 

令和元年度（行情）答申第４６０号 

令和元年度（行情）答申第４６５号 

令和元年度（行情）答申第４６６号 

令和元年度（行情）答申第４６７号 

令和元年度（行情）答申第４８８号 

令和元年度（行情）答申第４８９号 

令和元年度（行情）答申第４９０号 

令和元年度（行情）答申第５０４号 

令和元年度（行情）答申第５２０号 

令和元年度（行情）答申第５３０号 

令和元年度（行情）答申第５７０号 

令和元年度（行情）答申第５９１号 

令和元年度（行情）答申第５９２号 

令和元年度（行情）答申第５９３号 

令和元年度（行情）答申第５９４号 

令和元年度（行情）答申第５９５号 

令和元年度（行情）答申第５９６号 

令和元年度（行情）答申第６３７号 

令和元年度（行情）答申第６４９号 

令和元年度（行個）答申第７４号 

３）開示決定等における対象文書

の表記について付言したもの（６

３件） 

令和元年度（行情）答申第８号 

令和元年度（行情）答申第１１号 

令和元年度（行情）答申第３２号 

令和元年度（行情）答申第３３号 

令和元年度（行情）答申第８４号 

令和元年度（行情）答申第１０１号 

令和元年度（行情）答申第１４６号 

令和元年度（行情）答申第１５９号 

令和元年度（行情）答申第１６０号 

令和元年度（行情）答申第１６１号 
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令和元年度（行情）答申第１６２号 

令和元年度（行情）答申第１６３号 

令和元年度（行情）答申第１６４号 

令和元年度（行情）答申第１６６号 

令和元年度（行情）答申第２１５号 

令和元年度（行情）答申第２４２号 

令和元年度（行情）答申第２４３号 

令和元年度（行情）答申第２４４号 

令和元年度（行情）答申第２４５号 

令和元年度（行情）答申第２４６号 

令和元年度（行情）答申第２４７号 

令和元年度（行情）答申第２７０号 

令和元年度（行情）答申第３０３号 

令和元年度（行情）答申第３０５号 

令和元年度（行情）答申第３６４号 

令和元年度（行情）答申第３６５号 

令和元年度（行情）答申第３６６号 

令和元年度（行情）答申第３６７号 

令和元年度（行情）答申第３６８号 

令和元年度（行情）答申第３６９号 

令和元年度（行情）答申第３７０号 

令和元年度（行情）答申第３７１号 

令和元年度（行情）答申第３７２号 

令和元年度（行情）答申第３７３号 

令和元年度（行情）答申第３７４号 

令和元年度（行情）答申第３７５号 

令和元年度（行情）答申第３７６号 

令和元年度（行情）答申第３７７号 

令和元年度（行情）答申第３７８号 

令和元年度（行情）答申第３７９号 

令和元年度（行情）答申第３８０号 

令和元年度（行情）答申第４５７号 

令和元年度（行情）答申第４５８号 

令和元年度（行情）答申第４５９号 

令和元年度（行情）答申第４６０号 

令和元年度（行情）答申第４６５号 

令和元年度（行情）答申第４６６号 

令和元年度（行情）答申第４６７号 

令和元年度（行情）答申第５０３号 
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令和元年度（行情）答申第５４５号 

令和元年度（行情）答申第５４６号 

令和元年度（行情）答申第５４７号 

令和元年度（行情）答申第５７１号 

令和元年度（行情）答申第５７４号 

令和元年度（行情）答申第５８９号 

令和元年度（行情）答申第５９０号 

令和元年度（独情）答申第２９号 

令和元年度（独情）答申第４０号 

令和元年度（行個）答申第９４号 

令和元年度（行個）答申第１０１号 

令和元年度（行個）答申第１６５号 

令和元年度（独個）答申第３０号 

令和元年度（独個）答申第３１号 

４）補正に関する対応について付

言したもの（１０件） 

令和元年度（行情）答申第４６号 

令和元年度（行情）答申第４７号 

令和元年度（行情）答申第７２号 

令和元年度（行情）答申第９６号 

令和元年度（行情）答申第１０１号 

令和元年度（行情）答申第１４０号 

令和元年度（行情）答申第２８５号 

令和元年度（行情）答申第５５０号 

令和元年度（行情）答申第６０１号 

令和元年度（独情）答申第３６号 

５）開示決定等通知書の不適切な

記載について付言したもの（６

件） 

令和元年度（行情）答申第１１１号 

令和元年度（行情）答申第１５０号 

令和元年度（行情）答申第１７５号 

令和元年度（行情）答申第２０１号 

令和元年度（行情）答申第６０５号 

令和元年度（独情）答申第８４号 

６）情報提供について付言したも

の（５件） 

令和元年度（行情）答申第１０号 

令和元年度（行情）答申第６４号 

令和元年度（行情）答申第９１号 

令和元年度（独情）答申第２号 

令和元年度（行個）答申第１６９号 

７）開示・不開示の判断について

付言したもの（４件） 

令和元年度（行情）答申第４７７号 

令和元年度（行情）答申第５２４号 

令和元年度（行個）答申第９４号 

令和元年度（行個）答申第１６４号 
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８）審査会への対応について付言

したもの（４件） 

令和元年度（行情）答申第１９号 

令和元年度（行情）答申第２５号 

令和元年度（行情）答申第１６５号 

令和元年度（行情）答申第６００号 

９）文書等の特定について付言し

たもの（３件） 

令和元年度（行情）答申第７６号 

令和元年度（行個）答申第１０７号 

令和元年度（行個）答申第１２５号 

１０）文書管理について付言した

もの（１件） 

令和元年度（行情）答申第３１７号 

１１）その他（１８件） 令和元年度（行情）答申第２８号 

令和元年度（行情）答申第１３２号 

令和元年度（行情）答申第１５６号 

令和元年度（行情）答申第１５７号 

令和元年度（行情）答申第１５８号 

令和元年度（行情）答申第１７７号 

令和元年度（行情）答申第１８０号 

令和元年度（行情）答申第２１１号 

令和元年度（行個）答申第２８号 

令和元年度（行個）答申第４９号 

令和元年度（行個）答申第５０号 

令和元年度（行個）答申第５１号 

令和元年度（行個）答申第９９号 

令和元年度（行個）答申第１００号 

令和元年度（行個）答申第１１２号 

令和元年度（行個）答申第１６２号 

令和元年度（行個）答申第１６５号 

令和元年度（独個）答申第５５号 

（注） 令和元年度（行情）答申第１０号，第２５号，第３２号，第７４号，第１０１号，第１１１号，

第１４０号，第１７５号，第２０１号，第２２３号，第３６５号ないし第３８０号，第４５７号な

いし第４６８号，第６００号及び令和元年度（独情）答申第２号並びに令和元年度（行個）答申第

９４号，第１０１号及び第１６５号においては，複数の項目にわたって付言している。 
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